４　地方交付税及び地方特例交付金について

　
(1)普通交付税
	
	平成２９年度（ア）

	基準財政需要額　　　　　　（Ａ）
	１，１５５，１５５，９９１

	基準財政収入額　　　　　　（Ｂ）
	９１０，４５５，４１７

	交付基準額　　　　（Ａ）-（Ｂ）=（Ｃ）
	２４４，７００，５７４

	※

調整額　　（Ａ）×調整率=（Ｄ）
	９１１，２８４

	交付決定額　　（Ｃ）-（Ｄ）=（Ｅ）
	２４３，７８９，２９０


（注）　※調整率　　平成２９年度　　０．０００７８８８８４
　　　　　　　　　　　　平成２８年度　　０．０００８２２６５５
(2)特別交付税
	
	平成２９年度（ア）

	９月　震災復興特別交付分 　　（Ｆ）
	２３３

	１２月　算定分　　　　　　　 　　 　（G）
	６９７，５５５

	３月　算定分　　　　　　　　　　 　（H）
	１６６，２９０

	３月　震災復興特別交付分 　　（I）
	１１６，８２２

	計　（Ｆ）+（Ｇ）+（Ｈ）+(Ｉ)=（Ｊ）
	９８０，９００


平成２９年度地方交付税額　　（Ｅ）　　+　　（Ｊ）　　=　　２４４，７７０，１９０千円

平成２８年度地方交付税額　　（Ｅ）　　+　　（Ｊ）　　=　　２７６，３７５，１３５千円

(3)地方特例交付金
交付決定額　　　　３，２６８，２７３千円

（単位　　千円）

	平成２８年度（イ）
	差　引　　（ア）－（イ）＝（ウ）
	伸び率　　（ウ）/（イ）×100

	１，２４２，７０３，８７９
	△８７，５４７，８８８
	△７．０％

	９６６，２８３，８８４
	△５５，８２８，４６７
	               △５．８％

	２７６，４１９，９９５
	△３１，７１９，４２１
	△１１．５％

	１，０２２，３１７
	△１１１，０３３
	△１０．９％

	２７５，３９７，６７８
	△３１，６０８，３８８
	△１１．５％


　

（単位　千円）

	平成２８年度（イ）
	差　　引　(ｱ)－(ｲ)＝(ｳ)

	２
	２３１

	６９６，７６３
	７９２

	１６３，７３９
	２，５５１

	１１６，９５３
	△１３１

	９７７，４５７
	３，４４３


　

８　指定金融機関等の状況
	部　　　局　　　名
	指　定　金　融　機　関
	指　定　代　理　金　融　機　関

	知事部局等
　　企業会計運用部局　　　　　　　　　

　　を除く


	㈱りそな銀行

　　事務取扱　　　　 46店舗

　 収納のみ取扱　235店舗
	㈱三菱ＵＦＪ銀行の　　　１１店舗

㈱三井住友銀行の　　　１３店舗

㈱池田泉州銀行の　　　　６店舗

㈱近畿大阪銀行の　　　　３店舗


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成３０年４月１日現在）

	収納代理金融機関
	根　　拠　　法　　令

	全国銀行の５５行の　　７,２９９店舗

商工中金の　　　　　　　　　９４店舗

労働金庫の　　　　　　　　５６店舗

信用金庫の１０金庫の　　５００店舗

信用組合の９組合の　　８９店舗

農業協同組合の１５組合の２１９店舗

ゆうちょ銀行の全国の２４,０４２店舗
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